
２０２２年２月 

第２４回町田市地域公共交通会議資料 

町田市交通事業推進課 

 

【報告案件】 

生活交通改善事業における事業評価について 

 

１ 経緯・目的 

２０２０年８月３日の地域公共交通会議で承認された「第１号議事 生活交

通改善事業計画（利用環境改善促進等事業）」において、計画期間が満了し、事

業が実施されたため「地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱」に基づ

き、事業の評価を行う。 

 

２ 事業概要 

２０１６年３月から相原駅西口広場の供用を開始したが、法政大学行きバス

待ち列が約４００人（２０１７年４月）発生しており、整列・誘導等対策を講じ

ているが、広場内の混雑や歩行者の通行の妨げが問題となっていた。 

一度に多くの利用者が発生するＪＲ横浜線の電車到着にあわせ、短時間に多

くの乗客輸送が可能な連節バス（３台）を導入した。 

 

３ 導入時期 

 ２０２１年４月１日 

 

４ 効果 

 ２０２１年４月１日にダイヤ改正を行い、連節バス（３台）を導入することに

より、ピーク時間帯輸送力の向上を図り、車内混雑緩和、駅前広場のバス待ち列

の解消など、路線バスの利用環境改善を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 評価内容 

  資料１－２のとおり 

第１号議事 

資料１－１ 

相原駅西口・相原　発
法政大学　方面

輸送人員

便　数

相原駅西口・相原　発
法政大学　方面

輸送人員

便　数

8 　　  　　 臨　橋　急　臨　　　  臨　　　 体　急　体
02　15　27　29　34　36　41　44　48　51　54　56　58

520人

13便
8 　 　連　橋　　　　　　 連　連　連

10　20　28　34　42　46　50　55　58

560人

9便

9 臨　急　臨　橋　急　　　　臨　　　　急　臨　　　 臨　橋
00　02　04　05　09　13　18　22　29　36　42　49　49　55

560人

14便
9 　　 体　 体  連　橋　連　　　  連

00　01　07　20　23　36　43　56

470人

8便

10 臨　　　　臨　　 　臨　体　橋　　　 臨　 体　急　臨　　 　臨
04　12　15　23　26　28　29　31　34　36　41　44　51　57

560人

14便
10 橋　連　連　　　 体　連　体　連　 橋　連

05　15　23　27　30　36　43　51　52　58

650人

10便

11 　　  橋  臨　　　　　　 橋
 00　04　11　17　31　39　43　51

320人

8便
11 　　　　　　　　　　橋

03　10　18　25　33　38　53

280人

7便

備考 備考

※２０２１年４月１日ダイヤ改正を行ったが、新型コロナウイルスの影響で、バス利用者が
減少しているため、現在のダイヤとは異なる。

時刻

２０２１年３月以前

　無印：原19　相原駅西口～公会堂前～法政大学
　　 急：原19　相原駅西口～急行～法政大学
　　 体：原19　相原駅西口～急行・法政大学～法政大学体育館前
 　　臨：臨時　相原駅西口～急行～法政大学
　　 橋：橋25　橋本駅北口～法政大学～大戸

時刻

２０２１年４月以降

　無印：原19　相原駅西口～公会堂前～法政大学
　　 急：原19　相原駅西口～急行～法政大学
　　 体：原19　相原駅西口～急行・法政大学～法政大学体育館前
 　　臨：臨時　相原駅西口～急行～法政大学
　　 橋：橋25　橋本駅北口～法政大学～大戸
　　 連：新設　相原駅西口～急行・連節～法政大学

輸送人員

200人

輸送人員

320人

輸送人員

310人

輸送人員

390人

110人増

70人増

ピーク輸送時間帯（8：45～9：00、10：30～11：00）



令和4年2月4日

協議会名： 町田市

評価対象事業名： 利用環境改善促進等事業

①補助対象事業者等 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

連節バスを導入することで、
相原駅前広場のバス待ち
列が緩和され、路線バスの
利用環境改善が図られた。

④事業実施の適切性

A

⑤目標・効果達成状況

新型コロナウイルスの影響によ
る利用者の動向に注視し、路
線バスの利用環境の改善を
図っていく。

神奈川中央交通株式会社

相原駅において、一度に多くの
利用者が発生するＪＲ横浜線
の電車到着にあわせ、短時間
に多くの乗客輸送が可能な連
節バスを導入することにより、
車内混雑緩和、駅前広場のバ
ス待ち列の解消などの、路線
バスの利用環境改善を図る。

A

連節バスの導入およびダイ
ヤ調整を行うことで、ピーク
輸送時間帯の輸送力を増
強でき、利用環境の向上に
つながった。

第１号議事

資料１－２
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令和２年度生活交通改善事業計画（利用環境改善促進等事業）（案） 

 

令和２年８月３日 

（名称）町田市 
 

１．生活交通改善事業計画の名称 

 連節バス導入計画 

 

２．利用環境改善促進等事業の目的・必要性 

2016 年 3 月から相原駅西口広場の供用を開始したが、法政大学行きバス待ち列が約 400

人（2017 年 4 月）発生しており、整列・誘導等対策を講じているが、広場内の混雑や歩行

者の通行の妨げが問題となっている。 

一度に多くの利用者が発生するＪＲ横浜線の電車到着にあわせ、短時間に多くの乗客輸送

が可能な連節バスを導入することにより、車内混雑緩和、駅前広場のバス待ち列の解消など

の、路線バスの利用環境改善を図る。 

 

 

 

３．利用環境改善促進等事業の目標及び効果 

（１）事業の目標 ※数字などを示し、定量的な目標を記載。 

相原駅西口から法政大学に向かう朝の時間(8 時台および 10 時台)の輸送力を増強させ、

バス待ち列を減少させる。 

ピーク時間帯輸送力  8:45～ 9:00 200 人→310 人（110 人増） 

           10:30～11:00 320 人→390 人（ 70 人増） 

 

（２）事業の効果 

法政大学系統路線に連節バス 3台を導入することにより、電車到着時の輸送を効率的に行

い、相原駅西口広場のバス待ち列による混雑を緩和し、利便性を確保することができる。 

 

 

 

４．利用環境改善促進等事業の内容と当該事業を実施する事業者 

（１）事業の内容：実施事業者（補助対象事業者） 

（内容） 

連節バスの導入（連節バス３台、ＩＣカード車載器、バスロケ）：神奈川中央交通（株） 

  

（２）関連事項 

（地方公共団体の各種計画との位置付け、計画内容） 

2006 年 2 月に策定した「町田市交通マスタープラン」の基本目標Ⅰに掲げる「だれもが

公共交通を使って不便なく移動できるまちにする」に基づく。 

 

第１号議事 

資料１ 



 

2 

 

（事業実施地域）※市区町村名を記載。 

 東京都町田市 

（他の交通事業者との連携状況）※自社グループ内での連携を除く。 

 なし 

（他の交通機関との連携状況）※鉄道、海運、航空等。 

 なし 

（公共交通以外の分野との連携状況）※観光、商業等。 

 なし 

（事業を実施するべき緊急性） 

 相原駅西口駅前広場でのバス待ち列の問題解消に向けては、整列・誘導等の対策だけでは

限界があるため、一度に多くの輸送が可能な連節バスを導入して輸送力の増加を図り、利用

者の混雑緩和・利便性確保を早急に行う必要がある。 

 

 

 

５．利用環境改善促進等事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

２０２０年度（当該年度） 

事業の名称 
総事業費 

割合 

国費 

割合 

都道府県負担

割合 

市区町村負担 

割合 

事業者負担 

割合 

連節バス 

導入 

243,114 千円 81,038 千円 千円 千円 162,076 千円 

１００％ ３３．３％ ％ ％ ６６．７％ 

※総事業費については見込み額を記載 

※列記の者以外に費用負担者がいる場合は、適宜修正の上、全体構成が分かるように記載。 

 

 

 

６．計画期間 

 

以下項目別に概ねの着手・実施期間を矢印（←→）、または横棒線（―――）で記載。 

●で年度ごとの事業着手日、事業完了日を記載 

 
事業の名称 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

4 月   9 月  12 月  3 月 4 月   9 月  12 月   3 月 4 月  9 月  12 月  3 月 

連節バス導入  

 

 

 

 

 

 

 

 

７．協議会の開催状況と主な議論  

（協議の結果を記載します） 

  

 

交付決定後着手３月３１日完了予定 
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８．利用者等の意見の反映 

特になし 

 

 

９．協議会メンバーの構成員 

関係都道府県  

関係市区町村 町田市都市づくり部交通事業推進課（事務局） 

交通事業者・交通施

設管理者等 

（社）東京バス協会、神奈川中央交通（株）、小田急バス（株）、京王

電鉄バス（株）、東京都南多摩東部建設事務所、警視庁町田警察署、警

視庁南大沢警察署 

地方運輸局 東京運輸局東京運輸支局 

その他協議会が必

要と認める者 

東洋大学教授、町田 B・T・D協議会、東京ハイヤー・タクシー協会三

多摩支部、利用者代表等 

 
■注意事項 

・総合連携計画等の既存の計画を活用する場合は、上記の事項について記載のある計画をそ

のまま活用することでもよい。ただし、記載されていない事項については追記すること。 

 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】          

（住 所）東京都町田市森野２－２－２２   

（所 属）町田市都市づくり部交通事業推進課 

（氏 名）坂田・野沢            

（電 話）０４２－７２４－４２６１     

（e-mail）toshi110@city.machida.tokyo.jp  
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